（別　紙）

答　　　　申
審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１６年４月２２日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「②平成16年4月15日実施された総務財政委員会の答弁（館長○○○）中に「ア粗野簡略　イ微妙なニュアンスの非常に難しいもの　ウ誹謗中傷の案件の遣り取りがある」旨がある。全体件数に占める上のア、イ、ウに係る文書数」
　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１６年５月６日付で、行政文書の全部について開示を行わない旨の決定（平成１６年５月６日付北九総市消第４３－２号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書不開示決定通知書を平成１６年５月１０日に受領した。

　３　異議申立人は、平成１６年５月１２日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。

　
第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分を取り消し、開示請求書どおり開示するとの決定を求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）行政文書を開示しない理由は、違法不当である。
（２）地方公務員法第３０条(服務の根本基準)、第３５条（職務に専念する義務）の規定がある。処分庁の行為・主張は、市民の正当な権利主張を無視した独特な『公務員論理』に基づいている。
　　　
（３）陳情に係る消費生活相談カードが「問題ある事案」に含まれるのか、無関係なのかを解明する必要がある。

（４）市議会で答弁公表したのであるから、地方公務員法第３０条等の規定からも、不開示決定理由「当該文書不存在」は成立しない。
　（５）この詳細を市民に公表することによる消費生活相談上の有用性もある。

　（６）答弁は、非全面開示した理由として説明したのであるから、今回の「文書不存在」は通用しない。仮に不存在が事実としても部分開示は違法な瑕疵行為である。不存在を証明する資料の提出は今日までない。文書不存在は通用しない。
（７）例え多大な時間を要しても現状の入力･抽出法以外の他の方法で実施し、異議申立人及び市議会総務財政委員会（以下「委員会」という。）に、その実態内容を開示答弁すべき責任と義務がある。

（８）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。
　　　　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

　　実施機関が理由説明書において主張している内容は、概略次のとおりである。

１「粗野簡略、微妙なニュアンスの非常に難しいもの、誹謗中傷の案件の遣り取りがある」（以下「粗野簡略等」という。）の発言に係る文書数について、当該行政文書を作成又は取得していないため、開示しないこととしたものである。
２　館長の粗野簡略等の発言は、消費生活センターで受け付ける消費生活相談のなかには、取扱いに注意が必要な事例が少なからずあることを説明するために、単に例示として述べたものである。
３　消費生活相談に関するデータ管理は、消費生活センターの端末装置から入力によりデータ化され、「全国消費者情報ネットワークシステム」（通称：PIO-NET）により管理・運営されている。PIO-NETへの登録は、国民生活センターが予め定めたキーワードに分類してデータ入力する方法と、任意の文章をそのままデータ入力する方法の二通りある。
４　粗野簡略等は、いずれも対応するキーワードがないためキーワードによる該当事例の抽出はできないことになる。又、粗野簡略等を任意の文章とみなす方法についても該当事例の抽出を試みたが、これも該当はなかった。
５　異議申立人は、館長が委員会で答弁公表したこと、地方公務員法第３０条及び第３５条の規定を援用して、「行政文書を作成又は取得していない」という行政文書不開示決定理由は成立しないと主張する。しかしながら、これは本件処分とは無関係の内容である。

６　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立てには理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を具体的に検討した結果、
以下のように判断する。

１  本件行政文書の概要等
本件行政文書は、平成16年4月15日に委員会で消費生活センター館長が
行った答弁の内容に関する文書である。

２　本件行政文書の不存在について
　　　異議申立人は、委員会での答弁は非開示とした理由として説明したのであるから、今回の「文書不存在」は通用しないと主張する。
　　　これに対し、実施機関は、館長が答弁した粗野簡略等の発言については委員会で説明するために、単に例示として述べただけであり、本件行政文書を作成又は取得していないと説明する。

　　　また、実施機関は、消費生活センターでの消費生活相談に関するデータ管理は、PIO-NETにより管理運営されており、このほかには、データ管理されておらず、他のシステム、方法により消費生活相談に関する統計資料は作成されていないと説明する。あわせて、このシステムでは、受付情報を苦情、問合せ、要望のいずれかに分類している以外は、相談の分類は、あらかじめ定めているキーワードにより具体的な商品名、相談内容で行っており、これには粗野簡略等といったものはないと説明する。　
当審査会において、委員会記録を聴取し、実施機関の説明を踏まえて検討すると、本件行政文書は存在しないとする実施機関の説明に特段不自然不合理な点は認められない。加えて、異議申立人から、本件行政文書の存在をうかがわせる主張や資料等の提出はない。
したがって、粗野簡略等といった項目で文書数を取りまとめた行政文書は
作成又は取得していないものと認められ、本件行政文書が不存在であるとの実施機関の説明は、是認し得る。
３　異議申立人のその他の主張について

（１）異議申立人は、実施機関は、例え多大な時間を要しても現状の入力・抽出法以外の他の方法で実施し、その実態内容を開示答弁すべき責任と義務があると主張する。しかし、条例では、開示の対象としているのは保有する行政文書であるので、開示請求に対して新たに行政文書を作成して対応しなければならない義務までも実施機関に課すものではない。

（２）異議申立人は、異議申立ての理由でその他種々主張しているが、当審査会の判断を左右するものではない。

　　　　　　　
４　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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